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仮説：データ連携による業務改革の可能性 

課税用 
資料 

電子データ 

データのパンチ 

課税用 
資料 

シール貼付等
の番号突合 

外部機関・団体 市役所 
郵送など 

電子データ 

番号統一化 
による削減 

外部データ連携 
による削減 

課税シス
テム 

証明書 
請求 

証明書 
請求 

郵送 
他自治体 

（改革案）統一番号を付番
した電子データを送信 

戸籍シス
テム 

証明書
の発行 

証明書 証明書 

証明書
の交付 

ＬＧ－ＷＡＮ 

証明書
の交付 

証明書 
請求 

証明書 

（改革案）ＬＧ－ＷＡＮ
でデータを送受信 

証明書 
請求 

証明書 

電話での問合せや
確認作業の削減 

市民 

市民 

郵便小為替・返信用封
筒、身分証明書コピー 
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まとめ１：外部（公的機関）とのデータ連携による自治体業務改革効果 
外部機関 外部データ連携による 

事務削減効果 
番号統一化による 
事務削減効果 その他の効果 

税務署 １７，２０８円 １２００Ｈ 
（４，２００，０００円） 

税務署で１６０Ｈ（５６万円）
の削減 

軽自動車協会 ２３７Ｈ 
（８２９，５００円） 

４８Ｈ 
（１６８，０００円） 

市長会への委託料（５０万
円）の削減 

法務局 ４７２Ｈ 
（１，６５２，０００円） 

５３Ｈ 
（１８５，５００円） 

国保連合会 ２８８０Ｈ 
（１０，０８０，０００円） 

後期高齢者広域連合 ３５６Ｈ 
（１，２４６，０００円） 

１００Ｈ 
（３５０，０００円） 

社会保険事務所 １４５６Ｈ 
（５，０９６，０００円） 

社会保険事務所で１５６０
Ｈ（５４６万円）の削減 

社会保険事務所 
その他年金関連団体 ３０，２１０円 ３００Ｈ 

（１，０５０，０００円） 
300Ｈは社保事務所
30210円はその他団体 

※職員がシステムで入力する場合、住民番号の特定作業を０．５分として換算。 

※職員時給3500円として計算（前提：年間労働時間2000時間、平均年収700万円）。 

住民税 
（確定申告） 

軽自動車税 
（課税資料） 

固定資産税 
（土地家屋異動通知） 

国保老健 
（レセプト） 

後期高齢者医療 
（賦課異動等） 

年金 
（資格異動） 

年金 
（支払い報告） 

１８，９５０，９１８円 ５，９５３，５００円 ６５２万円 

約５６９億円 約１７９億円 約１９６億円 

Ｙ市合計 

全国推計 

※全国推計＝Ｙ市×3000倍（人口比） 
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（ご参考）：民間企業との給与支払報告データ連携による業務改革効果 

外部機関 外部データ連携による 
事務削減効果 

番号統一化による 
事務削減効果 その他の効果 

７６，８１８円 ５０４，０００円 

約２．３億円 約１５億円 

Ｙ市合計 

全国推計 

民間企業 ７６，８１８円 １４４Ｈ 
（５０４，０００円） 

住民税 
（給与支払い報告） 

○補足事項 

・給与支払い報告書の媒体および件数。 

 ・紙件数    １９，７２１件   → パンチ費用（76818円） 

 ・電子件数     ８１７件 （４社） 

・今後ｅＬＴＡＸへ移行するとしても、削減されるのは外部データ連携の部分のみ。 

・給与からの住民税天引きについては、世帯番号・住民番号を企業に通知し、その番号で消し込みを行う。 

・年金天引き制度について、不透明な点があるため世帯番号・住民番号で突合するかは現在不明。 
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まとめ２：自治体間のデータ連携および住基ネットの利用に
よる業務改革効果 

自治体間連携による 
事務削減効果 

住基ネット利用による 
事務削減効果 その他の効果 

戸籍関連証明 
（郵送：個人） 

１０４２Ｈ 
（３，６４５，６００円） 

※請求者の電話確認・書
類準備の作業が軽減 

住民票関連証明 
（郵送：公用証明） 

７９３Ｈ 
（２，７７５，５００円） 

住民票関連証明 
（郵送：個人本人） 

３７７Ｈ 
（１，３１９，５００円） 

※戸籍関連証明（郵送：個人）の１００％が２０分以内に対応可能として計算。 

※住民票関連証明（郵送：公用証明）は各自治体が住基ネットを利用（＝郵送の手間と同じ）するとして計算。 

※住民票関連証明（郵送：個人本人）は最寄の自治体で広域交付を利用（＝郵送確認の手間と同じ）するとして計算。 

※職員時給3500円として計算（前提：年間労働時間2000時間、平均年収700万円）。 

Ｙ市合計 ３，６４５，６００円 ４，０９５，０００円 

全国推計 約１０９億円 約１２３億円 ※全国＝Ｙ市×3000倍（人
口比） 
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        【確定申告にかかる住民税の申告書】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

①税務署から市役所へ紙媒体で情報が送付される。 
②住民と突合させるため、シールを貼付してパンチし

ている。 

①税務署でデータを電子化し、オンラインでデータを
送信 

②統一番号の適用 

①パンチ費用の削減 
 → １７，２０８円 
②突合のためのシール貼付削減 
 → １２００Ｈ 

Ｙ税務署 

申告書③ 
（控え） 

申告書② 
申告書① 

申告書② 
申告書① 

申告書② 申告書① 

電子データ 

プリント 
アウト 

Ｙ市用 
申告書 

税務署用 自治体用 

自治体用に印刷 

Ａ市用 

Ｂ市用 

自治体ごとに紙
を分類 

160Ｈ（推定） 

(8H×20日） 

eTAXによ
る申告 

紙
の
分
類 

Ｙ市役所 

申告書 

電子データ 

住民番号 
シール 

（２～３月の確定申告時期は２０回、
それ以外は概ね月１回） 

データ量 
件数：  4800件 

紙枚数：10000枚 
※農業所得等は１件
複数枚数。 

税務課 
住民情報
システム 

申告書 
 住民番号 

データのパンチ 

（件数 4500件） 

市民税シ
ステム 

シ
ー
ル
の
貼
付 

シ
ス
テ
ム
へ
入
力 

申告書の住所氏名と突合し、
住民番号シールを貼付 

1200Ｈ(10H×20日×6人） 

パンチ会社 
 

※委託料 ¥17,208 

職員が車で収受 ３０回/年（紙媒体） 

※パンチ委託料全体 ¥123,900 

・確定申告書    4500件（14％） 

・給与支払報告書 20000件（62％） 

・年金支払報告書 7900件（24％） 
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        【軽自動車税の課税用資料】                                          2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

①課税用資料が紙で送付されている。 
②市長会へ委託料が支払われている。（業務内容は

不明） 

①協会で電子化したデータをオンラインで送付。統一
番号の適用。 

②委託料支払いの停止。 

①職員の入力時間が削減 
 → ２８５Ｈ 
   （２３７Ｈ：入力作業、４８Ｈ：番号突合） 
②無駄な委託料の削減 
 → ５０万円 

Ｙ県軽自動車協会 

取得・廃車 
申告書 

Ｙ市用 

Ａ市用 

Ｂ市用 

紙
の
分
類 

Ｙ市役所 

申告書 
（報告書） 

郵送 ２７回／年（紙媒体） 
（３月のみ５回、それ以外は月２回） 

データ量 
件数：  5700件 

紙枚数： 5600枚 

・コンピュータアウトプット
（90%） 

・手書き（10％） 

税務課 

軽自動車
税システ
ム 

職員が端末からシ
ステムへデータを
入力 

職員の入力時間 

285Ｈ(3分/件×5700件） 

申告書 
（手書き） 

Ｙ県市長会（町村の場合は町村会） 

業者：ＰＣで作成
し、提出 

市長会へ委託料の支
払い（申告書取りまと
めに関する委託料） 

年間約５０万円 

（85円/件、ただし県外
分は55円/件） 

 

 

業務委託料 

￥500，000 

業者：手書
きで提出 

取得・廃車 
申告書 

※軽自動車協会内では、
データをコンピュータシステ
ムで管理していない？ 

申告書 
（プリント 
アウト） 

取得・廃車 
申告書 

取得・廃車 
申告書 

申告書 
（協会用） 

協会で管理 
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        【固定資産税における土地・家屋異動通知】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

①課税用資料が紙で送付されている。 
 

①法務局で電子化したデータをオンラインで送付。統
一番号の適用。 

①職員の入力時間が削減 
 → ５２５Ｈ 
   （４７２Ｈ：入力作業、５３Ｈ：番号突合） 

法務局 

申告書 

申告書 

電子データ 
・土地ＤＢ 
・家屋ＤＢ 

土地 

データ入力 

家屋 

プ
リ
ン
ト
ア
ウ
ト 

Ｙ市役所 

通知書 
管財課職員が収受し、税務課へ
送付。（１５０回／年、紙媒体） 
（公共工事等の嘱託登記のため、週に３
～４日法務局に通っているため） 

データ量 
土地件数：  5705件 

家屋件数：  600件 

全体紙枚数： 6730枚 

管財課 

土地の分筆合
筆、権利異動、
家屋の新築、権
利異動など 

固定資産税
システム 

職員が端末からシ
ステムへデータを
入力 

職員の入力時間 

525Ｈ(5分/件×6305件） 

・土地 5705件 

・家屋  600件 

土地家屋調査士会へ
委託料の支払い（税通
事務補助業務委託料） 

年間 ８万円 

 

土地台帳 
 

転記
作業 

 
※法務局と二重管理？ 

土地家屋調査士会 
 

￥80，000 

※土地・建物の異動に伴う
図面等のコピー代金 

税務課 

通知書 
（コピー） 

土地・建物の異動に伴う測量
図など（市への通知用として登
記申請の段階で、測量図、平
面図などの添付図面を1部コ
ピーして、法務局に提出） 

測量図 
（コピー・ 
市通知用） 

測量図 
（登記用） 
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        【国保老健レセプトデータ】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

・レセプトが紙媒体で送付されている。 
・ファイリングに大きな労力がかかっている。 

・データをオンラインで送付し、電子的にファイリング。 ・職員の紙の整理作業を削減 
 → ２８８０Ｈ 

国民健康保険連合会 

レセプト 

電子データ 
（レセプト） 

プリント 
アウト 

（レセプト） 

データ入力 

Ｙ市役所 

１２回／年（磁気テープ媒体） 

データ量 
レセプト件数： 326,000件 

紙枚数：     326,000枚 

○下記は電子データ 

・受診者一覧 

・受診履歴表 

・費用計算書 

市民課 

国保資格
管理シス
テム 

職員の作業時間 

2976Ｈ 

・紙の整理(2880Ｈ，8Ｈ×15
日×12ヶ月×2人） 

・過誤の確認 96Ｈ 

国保連合会へ委託料の支払い 

年間約９２５万円 業務委託料 

￥9,255，000 

病 
院 

電子データ 
・受診者一覧 
・受診履歴表 
・費用計算書 

電子データ 
（資格） 電子データ 

（資格） 

資格の突合
チェック 

社会保険診療報酬基金 

（国保分） 

（老健分） 

レセプト 

※老健は後期高齢者医療
制度へ移行のため、省略。
今年８月で終了。 

１２回／年（紙およびＣＤＲ） 
プリント 
アウト 

（レセプト） 

・レセプトデータ内容の確認 

・世帯番号順に並べ替え。 

・結核・精神病を抜き取り。 

・過誤分をシステムで確認。 

・ファイリングして保存。 

レセプトの 
ファイリング 

レセプトの 
ファイリング 

レセプトの 
ファイリング 

データ量 
レセプト件数： 24,000件 

過誤分確認 電子データ 
 
・受診者一覧 
・受診履歴表 
・費用計算書 
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        【後期高齢者医療制度                  】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

・オンラインで受信するデータがＰＤＦ形式。 ・直接データを扱える形式に変換し、統一番号を適用
。 

・職員のプリントアウト作業削減 
 → １９２Ｈ 
・職員の入力作業削減 
 → ２６４Ｈ 
   （１６４Ｈ：入力作業、１００Ｈ：番号突合） 

Ｙ県後期高齢者医療広域連合 Ｙ市役所 

市民課 

電子データ 
（ＰＤＦ） 

電子データ 
（ＰＤＦ） 

後期高齢
者医療シ
ステム 

後期高齢者
医療システ
ム 

デ
ー
タ
抽
出 

賦課・異動・
給付 

オンライン、送受信は日次・月
次・年次 

（オンライン媒体） 

データ量 
件数： 12,000件 

プリントアウト 

職員の作業時間 

192Ｈ(8H×12日×12ヶ月
×2人） 

※送受信作業も含む。 

賦課・異動 
・給付 

システムへ入力 

職員の作業時間 

・入力作業 

 264Ｈ(1H×22日×12ヶ月） 

・過誤データの確認作業 

 96Ｈ 
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        【年金資格情報の異動          】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

・情報の交換が紙媒体で行われている。 ①資格異動結果の確認を自動化 
②オンラインによるデータ交換 
 

①市役所の事務削減 
 → １４５６Ｈ 
 
②社会保険事務所の事務削減 
 二重入力を省き、１５６０Ｈの削減が可能。 

Ｋ社会保険事務所・Ｙ社会保険事務局 Ｙ市役所 

市民課 

年金資格
管理シス
テム 

年金記録シ
ステム 

デ
ー
タ
の
入
力 

資格異動 
１回／週（紙媒体） 

データ量 
件数：  7174件 

シ
ス
テ
ム
か
ら

抽
出
・
プ
リ
ン

ト
ア
ウ
ト 

職員の入力作業 

358Ｈ(3分/件×7174件） 

資格異動 
データ 

年金資格 
届出 

年金資格 
届出 

システムへ入力 

年金資格 
届出 
（個票） 

（複雑なもの） 

資格異動 
データ 

年金資格 
届出 
（個票） 

資格異動 
結果 

デ
ー
タ
の
プ
リ
ン

ト
ア
ウ
ト 

資格異動 
結果 

データの 

確認作業 

職員の確認作業 

1456Ｈ(28Ｈ×52回/年） 

１回／週（紙媒体） 

データ量 
件数：  7174件 

紙の量： 1456枚 

職員の入力作業 

1560Ｈ(30Ｈ×52回/年） 
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        【年金支払い報告書                  】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

・データが電子化されていても、住民との突合作業に
時間を要している。 

･統一番号の利用。 ･作業の削減効果 
 → ３００Ｈ 
・その他年金関連団体のパンチ費用 
 → ３０２１０円 

電子データ 
（住民番号付） 

Ｋ社会保険事務所 Ｙ市役所 

税務課 

電子データ 電子データ 

市民税シ
ステム 

住民情報
システム 

年金支払記
録システム 

デ
ー
タ
抽
出 

年金支払報
告データ 

職員が収受 

（１回／年、ＦＰＤ媒体） 

データ量 
件数：  8000件 

システムで住民との突合作
業（氏名・生年月日等）を行
い、住民番号を設定。不一
致の場合は職員が調査し
て、住民番号を設定。 

シ
ス
テ
ム
へ
入
力 

職員の調査による住民番
号の設定 

300Ｈ(10H×5日×6人） 

※社会保険事務所から送付されるデータには受給者番号（基礎年金番
号）が入っていないため、基礎年金番号での突合ができない。 

※平成２１年１月から、eLTAXへ移行予定。ただし、オンライン化されても、
突合作業は残る。 

その他年金関連団体 

年金支払 
報告書 

・厚生年金基金 

・共済組合 

・農業者年金基金 

・その他 

データ量 
件数：  7901件 

郵送（１回／年、紙媒体） 

年金支払 
報告書 

パンチ委託 
（7901件） 

パンチ会社 
 ※委託料 ¥30,210 

プ
リ
ン
ト
ア
ウ
ト 

年金支払記録システム 
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        【戸籍関連証明書の請求          】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

・郵送請求の際の書類準備に大きな労力がかかる。（
本籍地自治体への問合せ、小為替・封筒・切手の
購入、身分証明書のコピーなど） 

・本籍地自治体も、書類不備などで請求者に問合せを
行い、内容確認し、再度処理を依頼するなど大きな
労力がかかる。 

･最寄自治体の窓口で受付、本人確認、内容確認し、
ＬＧ－ＷＡＮを経由して本籍地自治体へ戸籍関連証
明書を請求。ＬＧ－ＷＡＮ経由で証明書を入手し、
公印を押印して交付。手数料は自治体間で決済。 

･作業量削減効果（本籍地自治体における請求の１０
０％が２０分以内で完了すると仮定） 

 → １０４２Ｈ 
・個人の請求者は郵送のための書類準備等の作業が

省ける。 

他の市町村 Ｙ市役所 

市民課 
郵送（紙媒体） 

郵送請求量 
件数：  3864件 

個人・業者 

公用請求 
（無料） 

戸籍関連 
証明書 

申請書 
・身分証明コピー 
・返送用封筒 
・郵便小為替 

郵送（紙媒体） 

郵送請求量 
件数：  3802件 

戸籍関連 
証明 

交付申請 
窓口請求量 
件数： 16315件 

戸籍関連 
証明書 

戸籍関連 
証明書 

市民課の作業 
・申請書内容および添付書類の確認 
・戸籍関連証明書の交付 

請求の内容 
①簡単な請求 
②請求者に内容確認必要 
③書類の不備等で請求者に再確認 
④書類の不備等で請求者に追加書類を請求 

請求内容の割合と作業量 
①６０％： ２０分 
②２０％： ６０分 
③１５％： ９０分 
④ ５％： １２０分（～３日） 

戸籍関連証明書交付業務 

※個人と業者の割合は、7：3程度 
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        【住民票関連証明書の請求             】                              2008.12.5 

調査自治体概要 

現状の業務の流れ 

・地方区分  中部地方 
・都道府県  Ｙ県     
・人口     約3.9万人 
・面積     約290平方キロメートル  
・財政規模  165億円（一般会計歳出） 
・特徴 

解決方法と課題 解決による効果 現状の問題 

・公用請求（郵送） 
  戸籍附票以外は住基ネットで入手可能であるにも

関わらず、郵送で自治体に請求している。 
・個人請求（郵送） 
  戸籍附票以外は広域交付が可能であるにも関わ

らず、郵送で請求している。※郵送の場合は、内容
確認や手数料などで労力が多くかかる。 

・公用請求（郵送） 
  住基ネットで自ら入手。 
・個人請求（郵送） 
  広域交付で最寄の自治体窓口で入手。 

・公用請求   ７９３Ｈ 
 
・個人請求（個人の割合は３５％とする）  ３７７Ｈ 
        
※いずれもＹ市における作業が無くなるとして計算。各

自治体・広域交付自治体で住基ネット利用の手間
がかかるが、郵送の手間と同じと考える。 

他の市町村 Ｙ市役所 

市民課 
郵送（紙媒体） 

郵送請求量 
件数：  2425件 

（内、戸籍附票は
1028件） 

個人・業者 

公用請求 
（無料） 

住民票 
関連 
証明書 

申請書 
・身分証明コピー 
・返送用封筒 
・郵便小為替 

郵送（紙媒体） 

郵送請求量 
件数：  2238件 
（内、戸籍附票は342
件） 

住民票関連 
証明 

交付申請 

窓口請求量 
件数： 19492件 

（内、戸籍附票は
775件） 

住民票 
関連 
証明書 

住民票 
関連 
証明書 

市民課の作業 
・申請書内容および添付書類の確認 
・住民票関連証明書の交付 

請求の内容 
①簡単な請求 
②請求者に内容確認必要 
③書類の不備等で請求者に再確認 
④書類の不備等で請求者に追加書類を請求 

請求内容の割合と作業量 
①８０％： ２０分 
② ５％： ６０分 
③１０％： ９０分 
④ ５％： １２０分（～３日） 

住民票関連証明書交付業務 

※個人と業者（債権者など）の割合
は、３：７または４：６程度。 

※個人の場合でも本人請求がほと
んど。 

※「戸籍附票および本人以外の請求」以外は住基ネットで広
域交付が可能。 
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